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第１ 監査の請求 
 １ 請求人 
   （略） 
 
 ２ 請求書の受付 
   平成２３年６月７日 
 
 ３ 請求の内容 
 （１）請求の要旨 
   ア 「旧浦和青年の家跡地における仮設撤去復旧工事」（以下「仮設撤去復旧工事」

という。）が平成２１年１０月から平成２２年５月まで実施され、埼玉県は工事
費８３７万３，７５０円を支出した。 

     しかし、平成２０年３月の日本赤十字社（以下「日赤」という。）との土地売
買契約書では「土地に隠れた瑕疵

か し

があっても、県は責任を負わない」となってい
る。 

     よって、県が工事費を支出したのは不適切であり、日赤が責任を負うべきであ
った。 

   イ 仮設撤去復旧工事は、日赤社屋の建設を行う事業者に対する損害賠償に該当し、
地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）に規定する議会の
議決を欠いた不適切な支出である。 

 
 （２）請求する措置の内容 

管財課長及び同課職員並びに本件に関連連座する全職員に、支払金額 
   ８３７万３，７５０円の補填をさせるなど、必要な措置を講じるよう勧告すること

を求める。 
 
第２ 請求の要件審査 
   請求人は公金支出の不当性を主張しており、本件請求は法第２４２条第１項に規定

する要件を具備しているものと認めた。 
    
第３ 監査の実施 
 １ 監査対象事項 
   「仮設撤去復旧工事」の支出を監査の対象とした。 
  
 ２ 監査対象機関 
   総務部管財課 
 
 ３ 証拠の提出及び陳述 
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   請求人に対して、法第２４２条第６項の規定に基づき、平成２３年７月１日に証拠
の提出及び陳述の機会を設けたところ、請求人から陳述があった。 

   請求人の陳述の際、法第２４２条第７項の規定に基づき、総務部職員が立ち会った。
なお、新たな証拠の提出はなかった。 

   また、同日、総務部職員の陳述があった。その際、法第２４２条第７項の規定に基
づき、請求人が立ち会った。 

 
 （１）請求人の陳述の要旨 
   ア 県と日赤との契約書の中の瑕疵担保責任第６条には「甲は、この土地に隠れた

かしがあっても、その責めを負わないものとする。」と明記されているため、県が
支払う義務はない。買主である日赤が責任を持つべきである。 

   イ 事実証明書別紙２の管財課の文書中に、「建設会社が日赤社屋建設のために設
置した仮設に対する補償が必要になった。」とある。補償であれば、法第９６条[議
決事件]第１項第１３号に「法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。」
とあるため、議会の議決が必要であるが議決を経ていない。 

   ウ 工事の期間の延長等の契約変更が行われ、平成２２年２月２２日付の変更契約
では請負代金額が１，４２６，９５０円増額、平成２１年の１１月１２日付の変
更契約では期間の延長をしている。期間延長はするが増額はしない変更契約は非
常に不思議で疑問がある。 

    
 （２）執行機関の陳述の要旨 
   ア 石綿含有建材が土地に従来から内在した隠れた瑕疵ではなく、県が土地を日赤

に売却する前に実施した既存建物の解体工事の際に敷き均した再生砕石の中か
ら石綿含有建材が発見された。このため、土地売買契約書第６条に定める「土地
に隠れた瑕疵」に該当せず、県の責任でこれを撤去すべきであると判断した。 

   イ 再生砕石の全量撤去工事を実施するには、日赤社屋建設のために同敷地内に既
に設置されていた仮設現場事務所及び一部仮囲いの撤去と同敷地周囲の仮囲い
の使用が必要となった。 

     そこで、その仮設現場事務所及び一部仮囲いの撤去復旧と一部以外の仮囲いの
利用を内容とする工事請負契約を締結した。 

   ウ その後、撤去予定の仮設現場事務所を使用する必要が生じ、また、工期延長の
必要に伴い仮囲いの利用期間の延長が必要となった。このため、工期及び工事請
負金額の変更を行なったものである。    

   エ 法第９６条第１項第１３号の「法律上その義務に属する損害賠償」は、国家賠
償法の規定により賠償義務を負うような場合、あるいは私法的な関係において故
意又は過失により違法に他人の権利を侵害して損害を生じさせ民法上の損害賠
償を負うような場合が該当する。本件工事の支出がこれに該当しないことは明ら
かであり、議会の議決を要しないものである。 

 
 （３）執行機関の陳述に対する請求人の意見の要旨 
    現場事務所は１月の半ばから使用され、２月半ばには解体、５月に復旧した。実

際、県が使ったのは１か月だった。現場事務所の使用は一時使用である。 
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 ４ 監査対象機関の説明 
   総務部管財課から関係書類の提出を受け調査を行うとともに、次のとおり説明を受

けた。 
 
 （１）日赤との土地売買契約書の「瑕疵担保責任免責」条項について 
    第６条「瑕疵担保責任免責」条項適用の判断基準については、再生砕石の層より

下の層から廃棄物等が出現すれば、その部分については県は責任を負わないと言え
るが、本件は県が実施した工事に起因したものと判断できることから、県の責任で
これを撤去すべきと判断した。 

    庁内の法務相談においても、弁護士から土地の瑕疵ではなく、工事の問題ではな
いかとの回答を得ている。 

    土地売買に際して瑕疵担保責任が問われた判例として、地中に排水管、浄化槽が
埋設されていた事案、地中にガソリンスタントの埋設基礎等の障害物が存在した事
案、地中に陶器などの破片、くず等が埋設されていた事案、地中に建築資材等の廃
棄物が埋設されていた事案などがある。 

 （２）土地売買契約書第１２条に基づく日赤との協議について 
    本件については、契約書第１２条の「この契約に定めのない事項」として、日赤

と協議を行った上で撤去工事の実施を決定した。 
    まず、平成２１年８月１７日に県、日赤、さいたま市で今後の対応を協議し、県

が土地を日赤に売却する前の解体工事の際に敷き均した再生砕石の中に石綿含有
建材が入っていた可能性が高いとの判断から、県が主体となって敷地全体の点検・
除去作業を行うこととした。 

    その結果を踏まえ、８月２５日に県、日赤、さいたま市で再度協議を行い、以下
の事項等を総合的に判断して、県の責任で再生砕石の全量撤去工事に踏み切った。 

   ア 点検により確認ができた範囲が全体の敷地の約半分程度であり、手作業による
点検回収では十分に除去できないと判断した。 

   イ 大気中の石綿飛散濃度は一般地と変わらないものの、地域住民の方々の健康被
害についての不安が非常に大きかった。 

   ウ 再生砕石の点検後に指導監督権限のあるさいたま市から、建物の解体に係る指
針に準じた形で石綿含有建材を含む再生砕石の全量撤去について指導を受けた。 

 （３）仮設に対する「補償」について 
    事実証明書別紙２において「補償」という文言を用いたが、内容は、その資料の

下部に記載した仮囲い並びに仮設事務所の撤去・復旧費及び賃料のことであり、損
害賠償ではない。 

     

 ５ 事実関係 
   監査対象事項について、次の事項を確認した。 
  
 （１）本件に係る主な経緯 

浦和青年の家及び岸町庁舎の廃止から再生砕石撤去工事完了までの主な経緯は、
次表のとおりである。 
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年月日 内     容 

H16.3.31   浦和青年の家及び岸町庁舎を廃止 
H18.12.27  知事あてに、跡地売却の凍結と公園としての整備等を求める「旧浦和青

年の家跡地利用に関する陳情書」が提出された。 
 提出者：旧浦和青年の家跡地利用を考える会 

H19.2.7 知事あてに、調公園と一体の公園としての活用等を求める「青年の家・青少年会
館跡地の有効利用について（お願い）」と題する文書が提出された。 

提出者：調自治協力会 
    2.28 同施設を解体、敷地に再生砕石を敷く。 

   7.17  知事あてに、全面公園化と住民説明会の開催等を求める「旧浦和青年の
家及び旧岸町庁舎跡地問題について」と題する要望書が提出された。  

提出者：浦和青年の家跡地利用を考える会 
  8.2 
 

 知事あてに、住民説明会の開催とさいたま市買受け部分の位置変更等を
求める「旧浦和青年の家・旧岸町庁舎跡地についてお願い」と題する文書
が提出された。                                提出者：調自治協力会 

  8.4 
 

 知事あてに、調自治協力会とは別に住民説明会の開催を求める「旧浦和
青年の家及び旧岸町庁舎跡地問題について」と題する要望書が提出された。 
                            提出者：浦和青年の家跡地利用を考える会 

  9.1  調自治協力会主催の住民説明会が開催され、管財課・さいたま市・日赤
が出席した。 

   9.17  浦和青年の家跡地利用を考える会主催の住民説明会が開催され、管財
課・日赤が出席した。 
 全面公園化や日赤の当該跡地への移転の再考、住民との話し合いの継続
等を求める意見が出された。 

  12.13 
 
 

 知事あてに、土地利用の協議に係る県からさいたま市への回答内容に反
対し再検討を求める「抗議文」が提出された。 
                            提出者：浦和青年の家跡地利用を考える会 

H20.1.24 
 
     

知事あてに、「緑地・防災公園」とするために日赤への売却計画を白 
紙に戻し、さいたま市への働きかけ等を求める「請願書」が提出された。 
                            提出者：浦和青年の家跡地利用を考える会 

  2.29 
 
      

「跡地全面は緑の防災公園に！ 日赤事務所の移転に反対します」との意
見広告が埼玉新聞に掲載された。 
                             掲載者：浦和青年の家跡地利用を考える会 

  3.21 跡地を日赤に売却 

  3.28 
 
 

 知事・日赤・さいたま市長あてに、跡地売買契約の解約を求める「抗議
文」が提出された。〈知事あての全面公園化の陳情署名数：17,849 人〉 

提出者：浦和青年の家跡地利用を考える会  浦和区仲町三丁目住民有志 

H21.2.17  県監査委員に、跡地売買契約の無効等を主張する住民監査請求が提出。 

  4.24 上記監査請求の棄却を受け、知事を被告とする住民訴訟が提起された。 

  6.23 日赤が新社屋建設工事を着工 
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    7.31  近隣住民と石綿含有建材等の分析調査会社の職員が、敷地内で日赤職員
立会いの下、石綿含有の疑いのある建材を３個採取した。それぞれを２分
割し、その一方を日赤職員が持ち帰った。  

    8.11 上記近隣住民から、採取建材から石綿検出の旨、日赤に連絡があった。 

    8.13  近隣住民が採取した建材の片割れ（３個）を日赤から県が譲り受け、石
綿含有量を調査した。その結果、３個とも基準値を超える量の石綿の含有
を確認した。 

    8.17  県、さいたま市、日赤が対応を協議した。 
 県から、大気中の石綿濃度の測定、石綿含有の疑いのある建材の分布状
況等を把握するための目視による点検及び当該建材の手作業による除去・ 
回収を行うことを市に報告し、市の了解を得た。 

    8.20 
     -22 

 石綿含有の疑いのある建材の分布状況等の点検・除去作業を実施した。
（建材約１６．６㎏を回収） 

    8.24  知事・日赤支部長あてに「アスベスト含有建材破砕石（礫）の件で抗議
と要請」と題する文書が提出された。 

 提出者：近隣住民有志の会、浦和第一女子高校関係者有志      
            浦和青年の家跡地利用を考える会 

    8.25  点検・除去作業の結果を踏まえ、県、さいたま市、日赤が今後の対応を
協議した。県はさいたま市から再生砕石の全量撤去を指導された。 

    8.26 ８月２０日～８月２２日に回収した石綿含有の疑いのある建材の石綿含
有量を調査し、含有を確認した。 

    9.7 知事及び総務部長あてに「旧浦和青年の家及び旧岸町庁舎の跡地のアス
ベスト除去工事に係る要請」と題する文書が提出された。 
     提出者：近隣住民有志の会 浦和青年の家跡地利用を考える会 

  10.9 再生砕石の全量撤去工事を契約 
   10.15 知事あてに「旧浦和青年の家及び旧岸町庁舎の跡地のアスベスト除去工

事に係る請願」と題する文書が提出された。 
          提出者：近隣住民有志の会  浦和青年の家跡地利用を考える会 

   10.19 仮設撤去復旧工事を契約 
   10.27 再生砕石の全量撤去工事の住民説明会（第１回） 

   12.2 再生砕石の全量撤去工事の住民説明会（第２回） 

   12.24 再生砕石の全量撤去工事（追加工事）を契約 

H22.1.18 再生砕石の全量撤去工事着工 

    1.21 一部住民から全量撤去工事の差止仮処分申請がなされた。 

    3.12 ３回の審尋を経た後、全量撤去工事の差止仮処分申請が却下された。 

    4.30 再生砕石の全量撤去工事完了 

    5.14 仮設撤去復旧工事完了 
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 （２）日赤との土地売買契約について 
    平成２０年３月２１日付けで締結した日赤との土地売買契約の主な内容は、次表

のとおりである。 

売買価格  ５億８，４５４万円 

売買物件
  
 

所在 
（地積） 
 

 さいたま市浦和区岸町三丁目76番1    （1,976.47㎡） 
 さいたま市浦和区岸町三丁目79番5      （598.56㎡） 
                （地積合計 2,575.03㎡） 

指定用途  日赤埼玉県支部の新庁舎建設用地 

契約者  甲  埼 玉 県  埼玉県知事 上田 清司 
 乙  日本赤十字社 日本赤十字社社長 近衛 忠輝 

条項 
 
 

第６条 
 

 甲（県）は、この土地に隠れたかしがあっても、その責めを
負わないものとする。 

第１２条  この契約の各条項の解釈について疑義を生じたとき又はこの
契約に定めのない事項については、甲乙協議の上定めるものと
する。 

 
 （３）解体及び付随する再生砕石敷設工事の概要 

工事場所  さいたま市浦和区岸町３－７９－５他 

敷地面積  ２，９９３．２９㎡ 

工  期  平成１８年１１月１日～平成１９年２月２８日 

請負代金  ５９，３０９，２５０円 

解体建物  ２，４０２．５３㎡ 

 
 

旧岸町庁舎    669.73㎡（事務所[RC造4階建]、車庫、物置） 

旧浦和青年の家 1,732.80㎡（事務所[RC造2階建]、体育館[鉄骨造]等） 

解体後の整地資材 
 
 

 再生砕石（RC40-0）２２８㎥  
 材料検査 平成１９年２月１０日「合格」（監督員：管財課職員） 
（アスベストについての検査は行っていない。） 

工事検査 平成１９年３月９日「合格」（検査員：管財課副課長） 
（アスベストについての検査は行っていない。） 

工事請負契約上の
「瑕疵担保」の 
条項 

第４４条第２項 
（略）瑕疵の補修又は損害賠償の請求は（略）引渡しを受けた

日から１年（略）以内に行わなければならない。 
 
 （４）再生砕石撤去工事の概要 
① 原工事  

No 契約額(円) 契約日 工 期 工 事・変 更 内 容 
1 38,566,500 21.10.9 

 
21.10.9 
  -11.10 

（原設計）飛散防止剤を散布後、重機による集積・積み
込みを行い、最終処分場へ運搬し処分 
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2 － 21.11.6 
 

21.10.9 
-22.3.15 

住民説明会を受けて工期を変更 
 

3 17,356,500 
増額 

22. 2.12 
 

－ 飛散防止剤の散布をやめ、仮設テントを設置（別工事）
し、除去作業を行う 
・集積・積込の機械（２台） 油圧式 → 電気式 
・ブルーシート敷き     なし  → ３，１２４㎡ 
・アスベスト濃度測定  敷地４回、周辺１回  
     → 敷地１１回、周辺３回、テント内外１６４回 
・交通誘導員２０人 → 交通誘導員４９人 警備員１２０人 

4 15,319,500 
増額 

22. 3. 5 
 

21.10.9 
-22.3.31 

撤去機械の追加、工期延長（１５日）に伴う機械の賃料
や測定回数の増加 
・小型電動式バックホウ、発電機等賃料 4台 60 日→5台 75 日 
・アスベスト濃度測定 敷地１１回、テント内外１６４回    
         → 敷地１４回、テント内外１６６回 
・交通誘導員  ４９人  →  １０１人 
   警備員 １２０人  →  １５５人 

5 27,205,500 
増額 

22. 3.29 － 掘削深さ、掘削手間費、土の搬出量の変更 
・再生砕石・土等の集積・積込  ４１９㎥ → ５７５㎥ 
・土の運搬・処分        １５６㎥ → ３１２㎥ 
・交通誘導員、警備員計     ２５６人 → ３８４人 

6  22. 3.29 
 

21.10.9 
-22.4.30 

工期延長 

7 － 22. 4.28 － 出来高による変更（総額不変） 

計 ９８，４４８，０００円  

 
② 追加工事  

No 契約額(円) 契約日 工期 工 事・変 更 内 容 
1 20,926,500 21.12.24 

 
21.12.24 
-22.3.15  

仮設テント、負圧集じん機の設置等を行う 
 

2 10,468,500 
増額 

22. 2.12 
 

－ 仮設テントの追加、仕様等の変更 
・仮設テント２つ追加、３０日レンタル 
・油圧式トラッククレーン１台追加 ３０日レンタル 

3  9,072,000 
増額 

22. 3. 5 
 

21.12.24 
-22.3.31  

仮設テントの追加、工期延長に伴う仮設テント賃料等の
変更 
・仮設テント１つ追加、３０日レンタル 
・仮設テント、クレーンのレンタル ６０日 → ７５日 

4 － 22. 3.29 
 

21.12.24 
-22.4.30  

工期延長 

5  ▲178,500 22. 4.28 － 出来高による変更 

計 ４０，２８８，５００円  
合計 １３８，７３６，５００円 
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 （５）仮設撤去復旧工事の概要 
No 契約額(円) 契約日 工 期 工 事・変 更 内 容 
1 6,720,000 21.10.19 

 
21.10.19 
  -11.20 

（主な原契約） 
仮囲い…敷地周囲の仮囲いは使用賃借 

敷地内の一部を横切る仮囲いは撤去復旧 
仮設事務所…撤去復旧 

2 － 21.11.12 
 

21.10.19 
-22.3.25 

工期の変更 
（別契約の再生砕石撤去工事の工期変更に伴うもの） 

3 1,426,950 
増額 

22. 2.22 
 

－ 仮囲い、仮設事務所の賃借日数の増 
仮設事務所  撤去・復旧 → 一時使用賃借後撤去復旧 
仮設鉄板   撤去・復旧 → 賃借 
仮設ゲート賃借料  未算定 → 算定   

4 － 22. 3.25 
 

21.10.19 
-22.5.14 

工期の変更 
（別契約の再生砕石撤去工事の工期変更に伴うもの） 

5 226,800 
増額 

22. 3.25 
 

－ 仮囲い、仮設ゲートの賃借日数の増 
 

計 ８，３７３，７５０円  

 
第４ 監査の結果 
   監査対象事項に対する判断 
   請求書、陳述、実施した監査の内容を踏まえ、請求人が不当性を主張する２点につ

いて、以下のとおり判断する。 
 
 １ 土地売買契約書の瑕疵担保責任免責条項（第６条）について 
   請求人は、「甲（県）は、この土地に隠れたかしがあっても、その責めを負わない

ものとする。」との当該条項により、買主である日赤が責任を負うべきで、仮設撤去
復旧工事費用を県が支出するのは不適切であると主張する。 

   石綿含有建材が土地に内在していたものではなく、県が既存建物の解体に際して再
生砕石を敷く工事を行い、その再生砕石の中に混入が確認されたという事実を踏まえ
ると、管財課が、石綿含有建材の混入は県が実施した工事に起因したものであり、当
該「土地に隠れた瑕疵」には該当しないものとして、県が経費を負担して再生砕石撤
去工事に伴う仮設撤去復旧工事を行うべきであると判断したことは是認できる。 

 
 ２ 地方自治法第９６条に規定する議会の議決について 
   請求人は、管財課の文書中に「補償」という記載があるため、仮設撤去復旧工事は

日赤社屋の建設を行う事業者に対する損害賠償に該当し、法に規定する議会の議決を
欠いた不適切な支出であると主張する。 

   当該工事は、再生砕石の撤去工事に際して、日赤社屋建設のために同敷地内に既に
設置されていた仮設現場事務所及び一部仮囲い等の撤去復旧並びに同敷地周囲の仮
囲い及び仮設現場事務所の使用が必要となったため、日赤社屋建設工事請負事業者と
契約を締結したものである。請求人が主張する管財課の文書中の「補償」という文言
については、この工事の内容を指しており、「損害賠償」の意味では使用していない
と認めることができる。 
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   法第９６条第１項第１３号の「法律上その義務に属する損害賠償」は、国家賠償法
の規定により賠償義務を負うような場合、あるいは民法上の損害賠償を負うような場
合が該当する。従って、当該工事がこれに該当する余地はなく、議会の議決は要しな
いものと解する。 

 
   以上により、本件請求については、合議により次のとおり決定した。 

 
本件請求は、理由がないものと判断し棄却する。 
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資料 
 
職員措置請求書 
 
埼玉県監査委員 殿 
 
平成２３年６月７日 
 
旧浦和青年の家跡地における仮設撤去工事に関して 
 
請求の要旨 
 埼玉県総務部管財課の発注により、「４２旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地にお
ける仮設撤去工事」（別紙３～９）が実施された。工事費用は清水建設株式会社に対し金
８，３７３，７５０円が埼玉県より支出された。工事費用金８，３７３，７５０円は不適
切な支出である。 
 総務部管財課長及び同課職員並びに本件に関連連座する全職員に対し、工事支払金 
８，３７３，７５０円の補填をさせるなど、必要な措置を講じるよう勧告することを求め
る。 
 
 請求の理由 
 「旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地」の大部分（さいたま市浦和区岸町三丁目７ 
６番１及び同７９番５）は平成２０年３月２１日に埼玉県から日本赤十字社へ売却された。 
 平成２１年８月「旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地」に撒かれた再生砕石に混入 
した建材（スレート片等）から石綿が市民団体の調査により確認され、その後埼玉県の調 
査でも建材（スレート片等）から石綿が検出し、旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地 
に於いて、平成２１年８月２０日より同月２２日まで、破砕されたアスベスト含有建材を、 
再生砕石より目視により選別し回収する工事「旧浦和青年の家跡地における再生砕石点検 
その他工事」が実施された。その後「旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地における再 
生砕石撤去工事」が、平成２２年１月１８日より同年４月３０日まで実施された。 
 
 旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地における仮設撤去工事が、平成２１年１０月１
９日から平成２２年５月１４日まで実施され工事費用金８，３７３，７５０円が支出され
た。工事と称しているが、日赤新社屋建設の為に設置された現場事務所と仮囲いの賃料及
び撤去・復旧費である。ちなみに「旧浦和青年の家跡地及び旧岸町庁舎跡地における再生
砕石撤去工事」を施工した斉藤工業は、別に現場事務所数棟を設置していた。 
 
１．しかしながら、同土地売買契約書（別紙１）では、「（かし担保責任）第６条 甲は、
この土地に隠れたかしがあっても、その責任を負わないものとする。」（甲は埼玉県）とあ
る。よって本件の責任を売主である埼玉県（甲）が負うべきでなく、買主である日本赤十
字社（乙）が責任を負うべきである。仮設撤去工事費用金８，３７３，７５０円を埼玉県
が支出するのは不適切である。 
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２．本件は損害賠償に該当し議会の議決が必要と思慮される。しかし課長決裁で支出命令
が結成されており不適切な支出である。地方自治法第九十六条１３ 
「清水建設の現場内であるため、清水建設が日赤社屋建設のため設置した仮設に対する補
償が必要となった」（別紙２） 
 
 
 総務部管財課長及び同課職員並びに本件に関連連座する全職員に対し、工事支払金 
１３８，７３６，５００円の補填をさせるなど、必要な措置を講じるよう勧告することを
求める。 
 
右地方自治法第２４２条第１項の規定により別紙事実証明書を添え必要な措置を請求し
ます。 
 
 
「本件に関連連座する全職員」に関して 
 
管財課職員として 
平成２１年度 石橋管財課長以下、児矢野副課長、横尾主幹、矢部主査 
 
平成２２年度 高柳管財課長以下、児矢野副課長、佐藤副課長、矢部主幹、折原主査、 
       成田主査（別紙３） 
以上が関与している。 
 
 
別紙事実証明書（資料名を記載、内容は略） 
 
別紙 １ 土地売買契約書 平成２０年３月２１日 甲 埼玉県 乙 日本赤十字社 
別紙 ２ 旧浦和青年の家跡地における石綿含有建材が混在する再生砕石の撤去工事に 
     係る増額変更 ２０１０／２／１６ 管財課 
別紙 ３ 支出命令 文書番号 094000199844010000 起案日 平成 22 年 6 月 8 日 
別紙 ４ 同上 
別紙 ５ 埼玉県建設工事請負契約変更契約書 平成 22 年 3 月 25 日 工期延長 H22.5.14 
別紙 ６ 埼玉県建設工事請負契約変更契約書 平成 22 年 3 月 25 日 増金 226,800 円 
別紙 ７ 埼玉県建設工事請負契約変更契約書 平成 22 年 2 月 22 日 増金 1,426,950 円 
別紙 ８ 埼玉県建設工事請負契約変更契約書 平成 21 年 11 月 12 日 工期延長 H22.3.25 
別紙 ９ 埼玉県建設工事請負契約書     平成 21 年 10 月 19 日 金 6,720,000 円 
 
以上 
 


